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2008 日図協第 172 号 

2008 年 9 月 10 日 

国立国会図書館 

館長  長尾 真 様 

 

社団法人日本図書館協会 

理事長  塩 見  昇 

 

 

在日米兵犯罪の裁判権に関する法務省資料の利用制限について（要請）  
 

 

 標記の件について、下記のとおり要請いたします。 

 

 

記 

 

 

１．本件利用制限措置の経過  

 
本年 5 月下旬、法務省は、国立国会図書館（以下、NDL[National Diet Library])に

対して、蔵書「合衆国軍隊構成員等に対する刑事裁判権関係実務資料（検察提要 6）」

（検察資料 158、法務省刑事局 1972 年 3 月作成、JP91－19140．以下、本件図書）の閲

覧を停止し、インターネット上に公開していた目録情報（以下、OPAC 情報）を削除す

るよう要請した。本件図書は、1990 年に同館が古書店から購入し、一般の利用に供し

ていたものである。 

NDL はこの要請を検討し、6月 11 日本件図書の閲覧禁止と OPAC 情報削除を決定した。 

NDL によれば、法務省は閲覧停止を求める理由として、本件図書は情報公開法（行政

機関の保有する情報の公開に関する法律）に基づく開示請求に対して、不開示とすべ

き次の情報を記録しているからとした。①米国の軍隊構成員等の犯した罪に関する刑

事裁判権の行使に関し検察官が執務の参考に供するために作成された内部資料であっ

て、捜査、公訴の維持等に関する記載があり、公にすることにより公共の安全と秩序

の維持に支障を及ぼすおそれがあり（情報公開法第 5 条第 4 号）、②米国との間の協議

内容に関する記述が、公にすることにより他国との信頼関係が損なわれるおそれがあ

る（同法第 5 条第 3 号）。また、OPAC 情報削除を求める理由として、秘密扱いとしてい

る本件図書が NDL に存在することが明らかになれば我が国の秘密文書の取扱いに対す

る米国の信頼を損ねることとなり、その存在を明らかにするだけで他国との信頼関係

が損なわれるおそれが生ずる（同法第 5 条 3 号および第 8 条）を提示した。 

NDL の上記決定には、「国立国会図書館資料利用規則」第 8 条（館長は、人権の侵害
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等により利用に供することが不適当と認められる資料の利用の制限･･･をすることが

できる。）を受けた「国立国会図書館資料利用制限措置等に関する内規」第 4 条第 4 号

（国若しくは地方公共団体の諸機関･･･により、又はこれらのもののために発行された

資料で、その内容の公開を制限し、又は非公開とすることを当該機関･･･が公的に決定

したもの）が適用された。 

その後、8 月 20 日、法務省が当該資料の存在を認めた上で、本件図書を所蔵する NDL

に利用禁止を申し出たことを報道に明らかにしたことから、NDL は本件図書を所蔵する

ことが公知の事実となったと判断し、9 月 8 日 OPAC 情報を復活した。 

 

２．要請事項  

 
当協会は、貴館の今回の利用制限措置について、国民の知る権利を制限する過剰な

自己規制であると考え、次のことを要請する。 

 

１ 本件図書が国民の知る権利の対象であり、社会の関心が高まっていることに応

えて、利用禁止措置を速やかに見直すこと。 

２ 過剰な規制の根拠となった「国立国会図書館資料利用制限等に関する内規」に

ついて、第 4 条第 4 号および関係する規定を見直すこと。 

 

３．要請の理由  

 
国立国会図書館法の前文は、「国立国会図書館は、真理がわれらを自由にするという

確信に立って、憲法の誓約する日本の民主化と世界平和とに寄与することを使命とし

て、ここに設立される。」と述べている。NDL は、国民とともにその代表である国会議

員へのサービスを、民主主義の実現という目的のもとに遂行することを任務としてい

る。 

しかし、本件図書の利用禁止は、その任務にもとる措置であると言わざるを得ない。 

 

１「図書館の自由に関する宣言」に基づく運営を 

(1) わが国の図書館界は、図書館が思想善導の機関となった過去の歴史の反省に立ち、

国民主権を掲げる日本国憲法のもと、知る自由を持つ国民に資料と施設を提供する

ことをもっとも基本的な任務であるとする「図書館の自由に関する宣言」（日本図書

館協会総会 1954 年採択、1979 年改訂）を総意として公表し、その実践に尽力してい

る。 

 「宣言」はその重要な柱として、「図書館はすべての検閲に反対する」を掲げてい

る。 

検閲については、行政権力による表現物の事前審査・公表規制という狭義の解釈

がある。一方、知る自由を保障することを任務とする図書館は、情報の自由な流通

を阻害し、国民が情報を受けとる自由を妨げる行為は、検閲と同様の結果をもたら
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すものであり、広い意味での検閲であると考えている。様々な社会的・政治的圧力

による、あるいは図書館（員）自身による自己規制は、図書館の運営原則に反する。 

わが国の中央図書館である NDL は、全国の公立図書館、大学図書館、専門図書館、

外国の中央図書館との連携協力の要であり、資料と情報を求める国民の最後の拠り

どころとして、「宣言」に基づく運営を堅持することが期待されている。 

(2) 図書館は、国民の知る権利の対象であり、旺盛に議論されることが国民の利益に

寄与する公共の関心事について、様々な立場にたつ資料と情報を提供することに努

めている。 

本件図書は、刑事事件を犯した在日米兵の裁判権の帰属を主題とし、米兵犯罪の

抑止と住民の安全、そしてわが国の主権や日米同盟と安全保障のあり方、憲法の平

和主義など、国民の大きな関心事に深くかかわり、まさに国民の知る権利の対象と

なる資料である。NDL は本件図書を適正な職務として収集し、長年、自由な利用に供

してきた。作成機関が本件図書を国民の目から遮断するよう求めたことを理由に、

それに応じることは、「宣言」が戒める過剰な自己規制にあたる。 

 

２ 立法府・国会の図書館として、行政府から自立した運営を 

立法府の機関である NDL は、国会（衆参両議院、委員会、議員）に対して、いつで

も、どのようなことについてでも、行政府と対等独自の関係で入手した資料や情報を

提供し、立法と行政活動監視を補佐することを任務とする。 

国会両議院には国政を調査する強制的権能が付与されており、国会法は、行政府に

対して秘密を理由として記録等の提出を拒否する権利を基本的に認めていない（第 104

条）。とりわけ、外交関係の処理や国の防衛などの特に秘匿を要するとされる事項につ

いては、国民の代表である国会及び国会議員がコントロールする必要性は高いので、

調査権の重要な対象である。 

国会へのサービスは一般利用者へのサービスとは別の規定で行われている（「国立国

会図書館国会サービス要領」昭和 62 年館長決定 6 号）。NDL は、国会議員から請求があ

れば、本件図書を利用に供するとしている。しかしサービスを国会議員や国会関係者

に限定することでは、国民の知る自由にこたえるには不十分である。議員と国会関係

者の活動は国民に支えられてこそ発揮しうるものである。 

 

３ 「納本制度の日」の趣旨に照らして 

 NDL は、納本制度によりわが国の出版物を網羅的に収集し（国立国会図書館法第 10

章、第 11 章）、文化財として保存蓄積し、国民の利用に供する任務をもつ。  
本年、NDL は納本制度 60 周年を期して「納本制度の日」を設定し、この制度のいっ

そうの充実を企図している。国内刊行物の網羅的収集と運用という納本制度の趣旨を

活かすには、出版界ひいては全国民の自発的協力が不可欠である。NDL は行政府の意思

に従属する単なる資料保存庫にすぎないのか、などの国民の不信を招かないよう信頼

の回復を期待したい。 

以上 


